４．基準４：教育環境

４．１　施設，設備

(1)教室，実験室，演習室，図書室，情報関連設備，自習・休憩設備および食堂等の整備

【点検基準】

(1)プログラムの学習・教育目標を達成するに必要な教室，実験室，演習室，図書室・情報関連設備，自習・休憩設備および食堂等が整備されていること。

［自己点検結果］

本学部の施設・設備の中で校地・校舎面積などはゆとりを持って大学設置基準をクリアしている。また，食堂および図書館は2003年度の新規審査時より改善され，時間帯による混雑も解消された。
　また，学科の教育設備は教育プログラムを遂行するためには十分なものを所有していると考える。また， 2003年度の新規審査では実験スペースに改善の余地があるとの指摘を受けたが，理工学部改変による定員削減により改善されてきていると考える。よって，点検基準4．1（1）は十分満たされている。
［説明・記述内容］

１）理工学部における施設・設備

本学部は学部4学系（再編前：理学系2学科，工学系6学科，合計8学科）と大学院からなり，学則定員は学部2400名（前回審査時より720名削減），大学院262名である。本学部の校舎面積：54,035 m2，校地面積：349,921 m2を有し，十分に大学設置基準（大学と大学院の合計，校舎面積 29,751 m2，校地面積24,000 m2）を満足している。

教室に関しては，大学院理工学研究科と共用で，講義用教室61室，演習室13室，実験実習室66室，情報処理学習施設16室，語学学習施設3室を有している。特に教室についてはプレゼンテーションホール（952名収容）に250インチの大型ハイビジョンを設置し，さらにビデオ，書画装置，CD，DVD，PC接続情報端末などを配置した教室が42室ある。講義用教室は大教室（プレゼンテーションホール），約230名収容する中教室（3室），120名から200名収容する教室（24室），60名程度を収容する小教室（33室）からなり，理工系教育の特色である少人数教育を実施可能である。この他に5つの実験棟（内，建設環境工学科は3棟）を有しており，これにより教育プログラムの実験・実習の学習・教育目標が十分に達成できるよう配慮している。

本学では学習・教育効果を高めるために，図書館と電子計算機センターをネットワークにより統合した「総合メディアセンター：http://www.mrcl.dendai.ac.jp/」を設置している。図書館の座席数については「大学設置審査基準要項細則」で定められている収容定員の10%以上が望ましいという定めに対し，現状は15.1％(座席数403席)である。蔵書数に関しては，本学部図書館は和書・洋書併せて約14万冊を所有し，また雑誌（和・洋）は約1,199種を所有している。その内，本学科関連専門の和書・洋書は9,271冊であり，その内の一部のリストを『引用・裏付資料4．1－1　土木工学関係図書リスト（抜粋）』に示す。また，ネットワークにより学外の図書館等と接続され，本学の図書館に無い書籍・論文の検索・入手が可能となっている。一方，本学部の総合メディアセンター・パソコン教室及び実習室には約353台のパーソナルコンピュータが設置され，また，「情報端末コーナー」が学内各所に設置されている。学生は，これらのパソコンや情報端末コーナーを自由に利用することができる。なお，総合メディアセンターのコンピュータの機種や台数などについては『引用・裏付資料4．1－2　教育・研究ユーザ系情報処理システム一覧（抜粋）』にその一部を示した。

学生の休憩設備及び食堂としては，第一食堂（座席数328席）・第二食堂（座席数147席）・喫茶「鳩」（座席数178席）・学生ラウンジ（9号館，座席数108席）を有している。また，学内各所にベンチやソファが配置されている。さらに，コンビニエンスストアを併設した学生ラウンジは学生が授業等の合間に自由に寛げるスペースとなっている。体育施設としては体育館（5号館），陸上競技やサッカー・ラグビーが行えるグラウンド，テニスコート（5面），ゴルフ練習場，野球場，アーチェリー場などを有し，健康保持の側面から学習・教育目標を達成する環境を整えている。

以上のように本学部においては学習・教育目標を達成するに十分な設備を有している。施設設備の概略については『引用・裏付資料4．1－3　理工学部施設設備一覧』を参照されたい。
２）建設環境工学科における施設・設備

本学科の学習・教育目標の達成のための施設・設備として，「大学設置基準」には実験室・演習室・研究室等に関する具体的な室数や面積等に関する定めはないものの，東京電機大学の基本理念である「実学重視」の精神の下に実験・実習室を整備している。本学科の施設・設備面積を『引用・裏付資料4．1－4　建設環境工学科の施設・設備面積』に示す。

本学科では上述のように実学教育に重点を置いていることから，設備・備品の充実に努めている。例えば，2000年度に本法人より教育装置・施設の充実費6,000千円の配分を受け，リモートセンシングおよび環境水理関係装置を購入した。また，2001年度は同充実費4,324千円の配分を受け「リバースRTK-GPSシステム」を購入し，最新の測量技術を修得させる教育を実施している。

また，「設計製図」と「材料実験」，「水理実験」と「構造実験」については，学生を半分に分けて実施したり，「測量実習」では5～6人を1グループとするなど，実験・実習科目では，可能な限り学生が機械・機器を手に触れて操作できるよう配慮している。以下に「教育」と「研究」に分けて本学科の“主要備品”一覧を示す。なお，学科の備品詳細については『引用・裏付資料4．1－5　建設環境工学科の備品一覧』にその一部を示した。

①教育を主とした設備

（測量関係）

ａ）セオドライト　TM20
（25台）

ｂ）自動レベル　B-2
（25台）

ｃ）リバースRTK-GPSシステム
（1式）

（製図関係）

ａ）製図機械ドラフター　EAJ-1000
（72台）

（構造・材料関係）

ａ）100型万能試験機
（1式）

ｂ）200型圧縮試験機
（1式）

ｃ）ミハエリス坑折試験器
（1台）

ｄ）トラス模型実験装置
（1式）

ｅ）はり構造の力学実験装置
（1式）

ｆ）電動圧縮試験装置
（1式）

（土質関係）

ａ）一面せん断試験機
（3台）

ｂ）圧密試験機
（6連式）

ｃ）三軸圧縮試験機
（1式）

ｄ）一軸圧縮試験機
（4台）

ｅ）透水試験装置
（1式）

（水理関係）

ａ）水理実験装置高架定水位水槽
（1式）

ｂ）水理実験二次元可変勾配水路
（1式）

ｃ）二次元密度流実験装置
（1式）

ｄ）常流射流実験装置
（1式）

ｅ）二次元造波水路
（1式）

ｆ）学生実験用跳水実験装置
（1式）

ｇ）カルマン渦実験装置
（1式）

（その他）

ａ）書画カメラ
（3台）

ｂ）プロジェクター
（2台）

②研究を主とした設備

（測量関係）

ａ）トータルステーション　SET3BS
（1式）

ｂ）画像解析システム
（1式）

ｃ）画像処理装置　LVR-3000AN
（1式）

ｄ）画像処理装置　MC-2300
（1式）

ｅ）精密2軸雲台　M6000
（1式）

ｆ）CCD画像記録・解析装置
（1式）

ｇ）道路歩行部歩行解析用シミュレーション装置
（1式）

ｈ）モータードライブトータルステーション
（1式）

ｉ）関節角度測定システム
（1式）

（構造・材料関係）

ａ）色彩色差計　CR-300
（1式）

ｂ）ハイドロパルス疲労試験機
（1式）

ｃ）ハイドロパルス振動試験機
（1式）

ｄ）精密万能型材料試験装置　PC-400U
（1式）

ｅ）計測装置　U-CAM　500Ａ
（1式）

（土質関係）

ａ）繰返し三軸試験装置
（1式）

ｂ）繰返しねじりせん断試験装置
（2式）

ｃ）低拘束圧繰返しねじりせん断試験装置
（1式）

ｄ）高レベルニ方向加振振動台
（2式）

ｅ）キャリブレーションチャンバー
（1式）
ｆ）断層実験装置
（1式）
（水理・環境関係）

ａ）電磁流速計　J-771
（1式）

ｂ）自記水位計　C102FC
（1式）

ｃ）自記水温・DO計　C106FC
（3式）

ｄ）水温・電気伝導度計　P102型
（1式）

ｅ）自記水温・溶存酸素計　C106WFC型
（1式）

ｆ）水文気象観測装置
（1式）

ｇ）電波流速計発信器
（1式）

ｈ）水流発生装置・エコフロー
（1式）

ｉ）環境水理実験システム実験装置
（1式）

ｊ）環境水理実験システムスリット光源
（1式）

ｋ）環境水理実験システムサーモトレーサ
（1式）

ｌ）環境水理実験システムハイスピードビデオカメラ
（1式）

ｍ）鉛直二次元水槽
（1式）

ｎ）全天分光日射計
（1式）

ｏ）二次元可変傾斜水路
（1式）

ｐ）簡易降雨装置
（1式）

３）建設環境工学科の情報関連設備

学習・教育目標の（Ｇ）にあるように，情報教育は本学の伝統と資源を活用した本学科の特徴ある学習・教育目標の1つである。学科の情報関連の施設は主に各研究室のパソコンであり，そのほとんどがインターネットに接続されている。また，学科のパソコン保有台数は約200台となっており，卒業研究ではほぼ1人1台の環境となっている。

引用・裏付資料名

1. 土木工学関係図書リスト（抜粋）（資料番号4．1－1， p. 2-4-1～p. 2-4-10）
2. 教育・研究ユーザ系情報処理システム一覧（抜粋）
（資料番号4．1－2， p. 2-4-11～p. 2-4-15）
3. 理工学部施設設備一覧（2003年度学生要覧より抜粋）

（資料番号4．1－3， p. 2-4-16～p. 2-4-22）
4. 建設環境工学科の施設・設備面積（資料番号4．1－4， p. 2-4-23）
5. 建設環境工学科の備品一覧（抜粋）（資料番号4．1－5， p. 2-4-24～p. 2-4-32）
実地審査閲覧資料名

1. 建設環境工学科の備品一覧（資料番号17）
◎「施設，設備」について表１に記入した点数と判定理由
［点数］： 5
［判定理由］

（１）教室，実験室，演習室，図書室，情報関連設備，自習・休憩設備および食堂等の整備
－（１）プログラムの学習・教育目標を達成するに必要な教室，実験室，演習室，図書室，情報関連施設，自習・休憩設備および食堂が整備されているか。
本学部の施設・設備の中で校地・校舎面積などはゆとりを持って大学設置基準をクリアしている。また，食堂および図書館は2003年度の新規審査時より改善され，時間帯による混雑も解消された。

　また，学科の教育設備は教育プログラムを遂行するためには十分なものを所有していると考える。また， 2003年度の新規審査では実験スペースに改善の余地があるとの指摘を受けたが，理工学部改変による定員削減により改善されてきていると考える。よって，点検基準4．1（1）は十分満たされている。
４．２　財源

(1)施設，設備の整備・維持・運用に必要な財源確保への取り組み

【点検基準】

(1)プログラムの学習・教育目標を達成するに必要な施設，設備を整備し，維持・運用するのに必要な財源確保への取り組みが行われていること。

［自己点検結果］

本学科の学習・教育目標を達成するための必要最低限な財源は確保されている。しかし，今後の「学生生徒納付金収入」の大幅な収入増は望めない状況の中，より多くの外部資金，例えば日本私学振興・共済事業団からの特別補助金，科研費や受託研究費などの獲得が必要である。2003年度の新規審査時により一層の努力を求められているが，資料に示すように一定の成果が得られていると考える。よって，点検基準4．2（1）は大体満たされている。
［説明・記述内容］
１）東京電機大学における財源確保への取り組み

本学においては，専任教職員全員に毎月配付している「学園月報」の毎年4月号および本学のホームページ（http://atom.dendai.ac.jp/）において，理事会で決定された当該年度における「事業計画」が掲載されている。この中に，現行の財政状況分析や経常事業としての収入面における諸々の目標や支出抑制のための諸施策が掲げられている（『引用・裏付資料4．2－1　2008年度学校会計収支予算書（学園月報506号より抜粋）』）。併せて当該年度の予算が明示されるとともに予算編成作成の基本方針が示されている。これらを基に，教育目標を達成するための財源の確保に尽力している。
収入についての主たる財源は「学生生徒納付金収入」であり，その他に「補助金」，「手数料」，「寄付金」等がある。2007年度におけるそれ等の割合は，収入についての主たる財源（2007年度）の割合，学生生徒納付金：74.9%，補助金：12.1%，資産運用：4.4%，手数料：2.1%，寄付金：1.8%，　事業：1.2%，その他：3.4%である。なお，「入学金・授業料など」に関しては，『引用・裏付資料4．2－2　2008年度入学金および学費（学園月報506号より抜粋）』に示した。日本私学振興・共済事業団の特別補助金交付状況は，全国の大学において2007年度は37位となっている。また，科学研究費補助金の交付状況は，全国の大学の中で2007年度は65位である。このように，時代の趨勢により学費収入増が厳しい中で，外部からの収入確保に努めている。この他にも，預貯金を主としているため金利等の利回りは低いものの「資産運用」による収入の確保にも努めている。また，2002年度から本学園の5つの基金を1つに統合してこれを「学術振興基金」とし，この基金果実（利子）を運用する形で教育・研究に資するよう運用されている。
さらに本学園では，また，本学園においては収益事業として「出版局」も有している。出版局は教育，研究の成果を基に，新しい情報を世に送り，学術知識の普及に努めることを理念として，これまでに理工学系の書籍・雑誌を多数出版している。
以上のように，本学では学習・教育目標を達成するにふさわしい施設・設備を整備し，維持し，運用するのに必要な財源確保の多様化に努めている。
２）建設環境工学科における財源確保への取り組み

本学科の財源の主なものとして本法人より学科に配分される学科関係予算（経常費）と各教員に配分される学園研究費があり，それらの額は教授会において決定される。このうち学科関係予算の使用内訳は学科会議にて決定されるが，2008年度の本法人からの配分額は20,974千円である。本学科関係予算は備品費，消耗品費，学生実験・実習用消耗品費，図書費，修理費，予備費としているが，必要に応じて年度途中で柔軟に教育上の目的を適切に達成できるように項目間の変更が可能である。この内，予備費は教育プログラムを効率よく達成するために年度途中で学科会議にて審議の上，決定・執行される。また，教員個人に学園研究費が支給されており，2008年度の学科総額は6,143千円で，研究目的の出張には250千円／人までの使用が許可されている。その他に卒業研究補助金として，卒業研究生一人あたり17千円が卒業研究指導教員へ支給されている。

学園の研究に関する資金としては，東京電機大学総合研究所より交付されるものがあり（総研費），同資金は研究課題の募集を経て採択された課題について別途予算が配分されるものである。外部からの財源としては，文部科学省からの研究費（科研費），外部からの受託研究費，教育および研究奨励寄付金（研究奨励費）等がある。本学科における過去5年間の財源を『引用・裏付資料4．2－3　建設環境工学科の過去5年間の財源』に示す（別途大学から大学院担当教員に配分される研究費があるがここでは削除している）。

なお，2004年度～2008年度までに本学科が受けた「科学研究費」，「受託研究費」，「教育及び研究奨励寄附金」，「各種財団からの研究費」の詳細を『引用・裏付資料4．2－4　建設環境工学科財源一覧』に示す。この他にも，本法人からの「学会出張旅費補助」などがある。これについては『引用・裏付資料4．2－5　学会出張旅費補助』を参照されたい。

引用・裏付資料名

1. 2008年度学校会計収支予算書（学園月報506号より抜粋）
（資料番号4．2－1， p. 2-4-33～p. 2-4-34）
2. 2008年度入学金および学費（学園月報506号より抜粋）

（資料番号4．2－2， p. 2-4-35～p. 2-4-37）
3. 建設環境工学科の過去5年間の財源（資料番号4．2－3， p. 2-4-38）
4. 建設環境工学科財源一覧（資料番号4．2－4， p. 2-4-39～p. 2-4-43）
5. 学会出張旅費補助（資料番号4．2－5， p. 2-4-44）
◎「財源」について表１に記入した点数と判定理由
［点数］： 4
［判定理由］

（１）施設，設備の整備・維持・運用に必要な財源確保への取り組み
－（１）プログラムの学習・教育目標を達成するに必要な施設，設備を整備し，維持・運用するのに必要な財源確保への取り組みが行われているか。
本学科の学習・教育目標を達成するための必要最低限な財源は確保されている。しかし，今後の「学生生徒納付金収入」の大幅な収入増は望めない状況の中，より多くの外部資金，例えば日本私学振興・共済事業団からの特別補助金，科研費や受託研究費などの獲得が必要である。2003年の新規審査時により一層の努力を求められているが，資料に示すように一定の成果が得られていると考える。よって，点検基準4．2（1）は大体満たされている。
４．３　学生への支援体制

(1)教育環境に関して，学生への勉学意欲を増進し，学生の要望にも配慮するシステムの存在と，その仕組みの開示，活動の実施
【点検基準】

(1)教育環境に関して，学生の勉学意欲を増進し，学生の要望にも配慮するシステムが在り，その仕組みが当該プログラムに関わる教員，職員および学生に開示されていること。また，それに関する活動が実施されていること。

［自己点検結果］

勉学への支援体制として，「工学のための数学演習」を1年生の必修科目とし，主要科目を2クラス制にするなど教育効果を高める努力をしている。経済的支援体制では，各種奨学金があり，今のところ申請者数と受給者数の比率から判断すると，十分機能しているものと思われる。学生への支援体制については本学と本学科とで十分な体制を備えていると考える。しかしながら，現在の社会情勢を考えると本学の奨学金制度の改善が望ましく，また，本学科ホームページをより有効利用した効果的な学生と教員とのコミュニケーションの充実が必要である。よって，点検基準4．3（1）は大体満たされている。
［説明・記述内容］

(i) 学生への支援体制の存在
１）勉学への支援体制
本学部では学生の便宜を図るためにインターネットを通じてシラバスをオンラインで閲覧することが出来る（http://syl.dendai.ac.jp/syllabus/）。これにより学生は詳細な教育目標や教育内容を知ることができ，効率的な学習・教育目標の達成が可能となっている。

本学部の図書館開館時間は，下記の通りである。
平日（月曜日から金曜日）
10：00 ～ 20：10

土曜日                   9：00 ～ 17：00

一方，パソコン教室・実習室の開館時間は，下記の通りである。

平日（月曜日から金曜日）
9：30 ～ 20：00

土曜日
9：30 ～ 16：50

ただし，研究用のメインコンピュータは24時間稼動しており，研究室からは常時アクセス可能となっている。

また，本学では学生全員にメールアドレスが提供されており，学生相互あるいは学生と教員との意思の伝達がスムーズに行えるシステムを持っている。本学科においても学生に対して，学年毎や全学生のメーリングリスト（ML）を作成して学生教育に利用している。特に，「実用プログラミング」，「数値計算法」，「設計製図」の各科目においてはメーリングリストを科目毎に用意し，学生に対して授業資料や課題の配信や学生からの課題の提出等，積極的に活用している。

18歳人口の減少に伴う学生の質の多様化に伴い，本学部に入学する学生で授業について行けない学生が増加し始めている。このような状況に対応するため，本学部では「数学」，「物理」，「化学」については，従来から補習授業を実施していたが，より教育効果を高めるために，これらの科目について2000年度より「数学基礎」，「物理学基礎」，「化学基礎」と名称を変更し，正規科目として講義を実施している。本学科においても，独自の対応として2006年度より大学教育に不可欠な数学基礎を身に付けるために「工学のための数学演習」を1年生の必修科目としている。同科目については能力別に3～5クラスに分割し，少人数教育により教育効果を高めるための努力をしている。

本学部では，各教員がオフィス・アワーを設けており，随時学生の相談を受けている．また，学科においてもクラス担任を設けて各種相談を受けている。それ以外にも留年した学生には進級判定に関わる所見を送付するなどきめ細かい指導を心がけている。また，学科独自のタテコン（学年を通しての親睦会）やスポーツ大会などを開催し全学生との交流を深めている。特に4年生は各研究室の卒研生として研究室発表会の反省会，全体で行う卒業研究発表会の反省会等を通して，より緊密に教員との交流を深めている。なお，タテコンや面接補導等については以下の「学生生活への支援体制」に示すように大学から補助金が支給される制度を持っている。

２）経済的支援体制
学生の勉学支援のための奨学金制度としては，日本学生支援機構奨学金や地方公共団体の奨学金，企業その他民間団体の奨学金の他に，本学独自の奨学金制度がある。本学独自の奨学金には，「学生支援奨学金（貸与）」，「学生救済奨学金（貸与）」，「特別奨学金（給付）」，「校友会・新電気奨学金（貸与）」がある。また，各銀行と提携した教育ローンも紹介している。これらにより，学業達成に意欲的でありながら経済的理由により修学困難な学生に対して学業継続の機会を与えている。

また，本学の学生が特別な理由により学費を期限内に納入できず延納を希望するときには，その納入期限前に所定の「学費延納願」を提出すれば，前期・後期ともに各納入期限日から起算して2カ月間の延納が許可される制度を持っている。
３）学生生活への支援体制
学生要覧に，「学生生活をはじめるにあたって」，「学修活動について」，「教職課程」，「学生生活について」，「各種施設の利用」，「将来への道標」などの項目を設け，学生の教育面と学生生活面を支援する体制について分かりやすく示している。

また，「オフィス・アワー」により学生は教員と幅広い接触の機会を持ち，生活面での相談も自由な雰囲気の中で受け付けている。また，学生と教員のみならず学生間の交流を促進するために「学級面接補導」，「新入生研修行事」，「学系別（学科）別懇親会」，「クラス対抗スポーツ大会」等に対して大学から補助金が支給される制度を持っている。

さらに，学生のさまざまな問題や悩みなどについて相談に応じ，充実した学生生活を過ごせるよう援助・協力するために学生相談室が開設されている。また，さまざまなセクハラ問題に対応する相談窓口が設置されている『引用・裏付資料4．3－1　ハラスメント防止宣言（2008年度学生要覧より抜粋）』。相談は学生個人でもグループでも受け付けている。相談員にはカウンセリングの専門家を配置しているが，必要があれば教員や事務部の担当職員，あるいは学外の諸機関等を紹介している。

　　なお，教育の補助として多くの大学院生がTA（Teaching Assistant：大学院生補助員）として，また学部4年生がSA（Student Assistant：学部学生補助員）として採用されている。この制度は学部学生の教育に多大な貢献をしていることはもちろんのことであるが，上級生と下級生との関連を通して学生相互のコミュニケーションを図ることにも貢献している。

また，本学部では一人暮らしをする学生の住居に供するために大学として独自にアパートを確保して提供している。また，空室がある場合は卒研生等のために短期入居も認めている。さらに大学の関連会社や地元の業者と協力して一般アパートの照会も行っている。
本学科独自の学生支援としては，ホームページによる活動が挙げられる。ホームページには，本学科の紹介，教育支援，研究室紹介，本学科同窓会など，さまざまな情報が掲載されている。その他，外部評価委員会では学科の学生に対して毎年アンケートを実施し，さまざまな要望を聞いている（『引用・裏付資料4．3－2　大学施設に対する意見一覧（2007年度G科アンケート報告書より抜粋）』）。これをもとに学科から学部長へ要望書を提出している（『引用・裏付資料4．3－3　理工学部長への要望書』）。
(ii) 支援体制の教員，職員および学生に対する開示　

学科全教員の他，内容に応じて他学科の教員大学職員が支援している．開示はホームページや掲示によって実施している。
(iii) 支援体制の活動実施状況
図書館とパソコン教室・実習室は総合メディアセンターにより運営されている．図書館では毎年図書サービス利用アンケートを行い，その結果を本学ホームページに公開して学生の満足度を高める努力をしている（『引用・裏付資料4．3－4　図書サービス利用アンケート』）。なお，学生の勉学環境を向上させるために図書館とパソコン教室・実習室の開館時間（学生が利用できる時間帯）を延長することを大学に要望している（『引用・裏付資料4．3－3　理工学部長への要望書』）。また，学生教育に利用されている本学科のメーリングリスト（ML）は担当者をおいて必要な情報を適宜送れるように適切な管理を行っている。

オフィス・アワーは学生要覧に明記されすべての教員が設置している（『引用・裏付資料4．3－5　オフィス・アワー（2008年度学生要覧より抜粋）』）。それ以外にも成績のふるわない学生には特別に面談したり進級判定に関わる所見を送付したりしている（『引用・裏付資料4．3－6　進級判定に関わる所見（抜粋）』）。

また，学科独自のタテコンやスポーツ大会などには多くの教員が参加して全学生との交流を深めている。これらの実施記録の一例を『引用・裏付資料4．3－7　面接補導費記録（抜粋）』に示す。また，多くのTAやSAは教育面のみならず生活面においても学生支援に重要な貢献をしている。
本学科の各種奨学金の受給者数を『引用・裏付資料4．3－8　建設環境工学科の各種奨学金受給者状況』に示す。なお，学部全体の支給状況については『引用・裏付資料4．3－9　各種奨学金と理工学部受給者数内訳』を参照されたい。これらの，奨学金制度については「学生要覧」に明記されている（『引用・裏付資料4．3－10　奨学金制度（2008年度学生要覧より抜粋）』）。また，学費の延納についても「学生要覧」に明記されている（『引用・裏付資料4．3－11　学費について（2008年度学生要覧より抜粋）』）。

本学部では学生と教員のみならず学生間の交流を促進するための諸活動を促す目的で大学から補助金が支給される制度を持っている（『引用・裏付資料4．3－12　2008年度理工学部事務部で予算措置を講じてある行事等（抜粋）』）。なお，学生の勉学や生活面の相談にあたる学生相談についは「学生要覧」に明記されている（『引用・裏付資料4．3－13　学生相談』）。

本学科のホームページには，①「本学科の紹介」，②「教育支援に関する授業資料や授業課題の掲示」，③「研究室紹介」，④「本学科同窓会（鳩萃会）と在校生の交流」など，さまざまな情報が掲載されている（①～④については『引用・裏付資料4．3－14　建設環境工学科ホームページ』を参照。但し，②の授業情報は部外者の閲覧を不可にしている）。また，鳩萃会は本学科卒業生と在校生・教員の相互親睦を図り，本学科および本学の発展を援助するために必要な協力活動を行うことを目的として1998年に設立されたものである（『引用・裏付資料 4．3－15 鳩萃会会則』）。この鳩萃会では，メーリングリストによる在校生と卒業生に向けた情報発信にくわえ，就職セミナーや懇親会を開催している（『引用・裏付資料 4．3－16　鳩萃会の就職情報交流記録事例』）。
その他，外部評価委員会が実施しているアンケートにより明らかになった学生の要望については，学科で対応可能なもの即座に改善に当たることとしている。しかし，　　　学生の主たる要望はスクールバスの増便やパソコンルームの利用時間の延長などの大学の対応に期待せざるを得ないものが多い。それらについては学内の各種委員会などを通じて学生の希望として発言し，大学の対応を促すように努力している。
引用・裏付資料名

1. ハラスメント防止宣言（2008年度学生要覧より抜粋）

（資料番号4．3－1，p. 2-4-45～p. 2-4-47）

2. 大学施設に対する意見一覧（2007年度G科アンケート報告書より抜粋）

（資料番号4．3－2，p. 2-4-48）
3. 理工学部長への要望書（資料番号4．3－3，p. 2-4-49）
4. 図書サービス利用アンケート（資料番号4．3－4，p. 2-4-50～2-4-52）
5. オフィス・アワー（2008年度学生要覧より抜粋）

（資料番号4．3－5，p. 2-4-53）
6. 進級判定に関わる所見（抜粋）（資料番号4．3－6，p. 2-4-54～p. 2-4-55）
7. 面接補導費記録（抜粋）（資料番号4．3－7，p. 2-4-56）
8. 建設環境工学科の各種奨学金受給者状況（資料番号4．3－8， p. 2-4-57）
9. 各種奨学金と理工学部受給者数内訳（資料番号4．3－9，p. 2-4-58）
10. 奨学金制度（2008年度学生要覧より抜粋）
（資料番号4．3－10，p. 2-4-59～2-4-62）
11. 学費について（2008年度学生要覧より抜粋）
（資料番号4．3－11，p. 2-4-63～p. 2-4-64）

12. 2008年度理工学部事務部で予算措置を講じてある行事等（抜粋）
（資料番号4．3－12，p. 2-4-65～p. 2-4-66）

13. 学生相談（2008年度学生要覧より抜粋）（資料番号4．3－13，p. 2-4-67）
14. 建設環境工学科ホームページ（資料番号4．3－14，p. 2-4-68～p. 2-4-73）
15. 鳩萃会会則（資料番号4．3－15， p. 2-4-74～p. 2-4-75）
16. 鳩萃会の就職情報交流記録事例（資料番号4．3－16，p. 2-4-76）
◎「学生への支援体制」について表１に記入した点数と判定理由
［点数］： 4
［判定理由］

（１）教育環境に関して，学生への勉学意欲を増進し，学生の要望にも配慮するシステムの存在と，その仕組みの開示，活動の実施
－（１）教育環境に関して，学生の勉学意欲を増進し，学生の要望に配慮するシステムが在り，その仕組みが当該プログラムに関わる教員，職員および学生に開示され，実施されているか。
勉学への支援体制として，「工学のための数学演習」を1年生の必修科目とし，主要科目を2クラス制にするなど教育効果を高める努力をしている。経済的支援体制では，各種奨学金があり，今のところ申請者数と受給者数の比率から判断すると，十分機能しているものと思われる。また，学生への支援体制については，本学と本学科とで十分な体制を備えていると考える。しかしながら，現在の社会情勢を考えると本学の奨学金制度の改善が望ましく，また，本学科ホームページをより有効利用した効果的な学生と教員とのコミュニケーションの充実が必要である。よって，点検基準4．3（1）は大体満たされている。
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